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市の財政－求められる計画的な行財政運営

会計の種類，歳入・歳出 

①会計の種類 

 市の財政は「会計」という単位に分かれて

経理されており，その分類としては，市民生

活全般にかかわる経費をまかなうための「一

般会計」と特定目的の経費をまかなうための

「特別会計」があり，さらに民間と同様に独

立採算を前提とした「公営企業会計」があり

ます。 

 一般会計は，議会，戸籍，福祉，産業，都

市計画，道路，教育等の全般的な経費であり，

つくば市財政の中心となっています。 

 特別会計としては，国民健康保険，老人保

健，下水道事業，介護保険事業などの種類が

あり，一般会計と区分して経理することで，

それぞれの事業経費が明確に示されるように

なっています。 

 また公営企業会計としては，水道事業，病

院事業があります。 

 

②歳入・歳出 

 市の財政運営は，原則として４月から３月

までの１年間を単位として行われます。この

１年間の収入を歳入，支出を歳出と呼んでい

ます。 

 2006 年度の全会計の歳入歳出決算額を表１

に示します。総額の半分以上を一般会計が占

め，次いで国民健康保険特別会計，老人保健

特別会計，下水道事業特別会計となっていま

す。 

 歳入歳出の差引残金は，一部が年度を繰り

越す事業の財源となり，残りが 2007年度の歳

入となります。公営企業会計については，水

道事業，病院事業とも赤字決算となっており，

経営に改善が求められています。 

 

一般会計の内容 

①歳入の種類 

 一般会計の歳入は，市税，譲与税，交付金，

地方交付税，国庫支出金，県支出金，使用料

手数料，市債などで構成されています。 

 市税としては，個人市民税，法人市民税，

固定資産税，軽自動車税，たばこ税，入湯税

などがあります。尚，国民健康保険税は特別

会計の歳入となっています。 

 譲与税は国税の一部が配分されるもので，

所得税を原資とする所得譲与税，ガソリン税

を原資とする地方道路譲与税，自動車重量税

を原資とする自動車重量譲与税があります。

尚，所得譲与税は三位一体の改革の中で臨時

的に設けられたもので，2007 年度には国税と

地方税の配分見直し（税源移譲）に伴って廃

止されています。 

 交付金は主に県税の一部が配分されるもの

で，利子税を原資とする利子割交付金や地方

消費税交付金，自動車取得税交付金などがあ

ります。ただし，地方特例交付金は定率減税

により市税が減収となった分を国が補填する

ものです。 

 ちなみに，上記のうち地方道路譲与税，自

動車重量譲与税，自動車取得税交付金が道路

特定財源と呼ばれています。 

 地方交付税は，市町村の財源不足を補填す

るために，複雑な計算式により算出されて国

から交付されるものです。つくば市の財政状

況から算出するとゼロになりますが，市町村

合併の特例制度などにより交付が続いていま

す。
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表１ 2006年度会計別決算額     （単位：千円）

 

※金額は四捨五入してありますので，合計が一致しない場合があります。 

 
表２ 一般会計歳入決算額の推移    （単位：千円） 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
※金額は四捨五入してありますので，合計が一致しない場合があります。 

一般会計
国民健康保険特別会計
下水道事業特別会計

特別 老人保健特別会計
会計 作岡財産区特別会計

公平委員会特別会計
介護保険事業特別会計

企業 水道事業会計
会計 病院事業会計

4,824,162
492,015

110,448,882合　　計

6,118,916
532,480

107,964,542

478,586
△ 1,294,754
△ 40,465
2,484,340

歳入歳出差引残金
2,731,439
274,335
239,347
95,527
142
184

8,621,745
11,696,683

196
1,095

歳　　出
59,470,112
15,016,438
8,382,398

会　　計 歳　　入
62,201,550
15,290,772

7,320,663

11,601,156
54
912

6,842,077

２００２年度 ２００３年度 ２００５年度 ２００６年度
29,733,445 32,832,225 33,822,415 36,193,121

　個人市民税 9,614,917 10,336,959 10,623,772 11,709,992
　法人市民税 3,419,817 5,182,737 5,568,957 6,591,505
　固定資産税 15,326,050 15,846,563 16,174,828 16,373,637
　軽自動車税 158,701 189,528 206,841 216,860
　市たばこ税 1,160,002 1,259,442 1,243,412 1,295,774
　特別土地保有税 49,351 2,400
　入湯税 4,608 4,597 4,605 5,353
地方譲与税 1,043,548 1,122,131 1,842,673 2,278,722
　所得譲与税 674,536 1,130,831
　自動車重量譲与税 641,348 835,388 865,819 854,002
　地方道路譲与税 402,200 286,743 302,318 293,889
利子割交付金 337,375 254,117 160,560 107,806
配当割交付金 77,840 130,333
株式等譲渡所得割交付金 114,436 88,343
地方消費税交付金 1,453,745 1,801,163 1,865,691 1,972,185
ゴルフ場利用税交付金 134,894 147,971 126,327 118,306
自動車取得税交付金 456,709 530,044 499,221 497,743
地方特例交付金 1,247,047 1,189,479 1,351,478 1,171,601
地方交付税 1,489,075 2,667,842 1,893,081 1,707,403
　普通交付税 419,780 1,785,373 1,257,613 1,202,732
　特別交付税 1,069,295 882,469 635,468 504,671
交通安全対策特別交付金 43,893 48,683 46,599 49,566
分担金及び負担金 1,298,198 1,283,286 1,336,835 1,260,173
使用料及び手数料 984,235 1,150,313 1,383,804 1,376,654
国庫支出金 3,479,300 4,369,782 3,918,614 3,814,953
県支出金 1,968,476 2,526,904 2,094,848 2,133,714
財産収入 95,182 107,866 161,233 181,770
寄付金 15,871 68,553 15,118 56,322
繰入金 2,638,578 748,193 1,781,699 694,625
繰越金 3,425,319 1,913,360 2,999,688 2,924,968
諸収入 1,426,489 1,531,468 1,649,036 1,743,225

4,575,613 6,625,895 4,627,921 3,700,017
55,846,991 60,919,275 61,769,116 62,201,550

市債

市税

合　　計

２００１年度 ２００４年度

43,284 44,263

2,380,206
1,670,275
10,028,920
65,241,606

3,733,908
2,461,181
144,847

1,691,111

733,496
46,841

1,263,575
1,219,729

526,895
1,389,443
1,949,745
1,216,249

42,151
43,264

2,006,721
136,212

321,053
877,796
313,675
255,605

1,262,428
2,400
3,819

1,512,524

10,150,233
5,000,304
16,076,045
198,963

1,707,296
1,380,216
1,964,511
49,743,996

2,620,915
1,711,800
15,176

309,998

859,076
43,637

1,316,216
691,417

479,619
1,130,034
2,878,628
2,019,552

 

1,544,641
144,875

604,417
358,123
919,990

1,077,540
85,453
1,903
962,540

9,115,634
4,513,749
14,933,474
151,452

29,879,204 32,694,191
区　　分
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国庫支出金，県支出金は，福祉関係の経費

に関する国や県の負担金，学校等の施設建設

に対する国の補助金，その他各種事業に対す

る国や県の補助金等で，使用目的が定められ

ているものです。 

 使用料手数料は，市営住宅やスポーツ施設

など各種施設の利用料金や住民票などの証明

書発行の手数料などになります。 

 市債とは市の借入金のことで，一般的には

長期間利用できる施設建設費の一部を借り入

れる建設地方債を指しますが，現在は財政赤

字を補填するための臨時財政対策債という特

例債も借り入れています。いずれも借り入れ

可能額は制度によって定められているため，

赤字国債のように無制限に借り入れることは

できません。 

 

②歳入の特徴 

 近年の一般会計歳入の推移を表２に示しま

す（2002年度途中につくば市と茎崎町が合併

したために，2001 年度は旧つくば市，2002

年度は合併日以降が合併団体合算額となる変

則的な決算、2003年度以降は合併後のつくば

市となっている）。 

 つくば市の歳入の特徴は，まず市税収入が

歳入全体の約６割を占め，比較的安定してい

ることです。特に法人市民税は近年増加の傾

向にあります。また，地方交付税は歳入の３

～５％程度であり，国などへの依存度が低い

と言えます。 

 市債については，2004年度が非常に大きく

なっていますが，これは約 39 億円の借換え

（既に借りてあった市債の一括返済のために

新たに市債を借りたもので借入残高は変化し

ない）のためです。しかし，この金額を差し

引いて考えたとしても，市債への依存度は低

いとは言えず，将来の返済時の負担が懸念さ

れます。 

 

③歳出の種類 

 一般会計の歳出は，その目的ごとに，議会

費，総務費，民生費，衛生費，労働費，農林

水産業費，商工費，土木費，消防費，教育費，

諸支出金，公債費などに分類されおり，それ

ぞれの事業経費のほかに市職員の人件費など

を含んでいます。 

 総務費には管理経費のほか，税，戸籍，選

挙などが含まれています。 

 民生費は市民生活関係の経費と福祉関係の

経費，衛生費は市民の健康増進，環境衛生，

ゴミ処理などの経費になります。 

 土木費は道路関係や市営住宅，公園，都市

計画事業関係の経費です。 

 諸支出金は主に基金（市の貯金）への積立

金，公債費は市債の返済（元金・利子）とな

っています。 

 

④歳出の特徴 

 近年の一般会計歳出の推移を表３に示しま

す（2001，2002 年度の取り扱いは歳入と同

じ）。 

 大きな特徴としては，2001年度から２年間

で公債費が急激に増加していることがあげら

れます。これは，合併により筑南地方広域行

政事務組合が解消され，ゴミ焼却施設の市債

（借入総額 154億円）の償還費がつくば市の

会計に組み入れられたことが主な原因です。 

 また，合併後の 2003年度からの変動を見る

と，民生費が大きく増加しており，特に児童

福祉費と生活保護費の増加が目立ちます。 

 

⑤他団体との比較 

 2003 年度決算額を人口１人あたりに換算

した他団体との比較を表４に示します。 

 まず歳入面で市税収入が大きく，地方交付

税が小さいことが特徴としてあげられます。
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表３ 一般会計歳出決算額の推移    （単位：千円） 

 
※金額は四捨五入してありますので，合計が一致しない場合があります。内訳は主なものです。 

 

 

表４  2005年度一般会計決算の類似団体平均，県内他市との比較 

（単位：人口１人あたり円） 

 

※総務省の地方財政状況調査の数値を用いているため，区分の違いで表３の決算額とは一致しません。

つくば市 類団平均 水戸市 日立市 ひたちなか市 土浦市

歳入 321,538 377,396 334,093 305,855 273,572 316,615

　　市税 176,388 128,891 145,053 138,408 135,278 154,080

　　地方交付税 9,873 67,357 24,550 38,733 16,587 15,585

歳出 306,283 365,259 325,831 295,734 263,940 308,159

　　議会費 2,149 2,756 2,090 2,744 2,132 3,268

　　総務費 42,162 49,897 30,407 62,119 29,666 35,469

　　民生費 80,504 93,815 87,683 72,582 66,450 74,712

　　　　老人福祉費 15,079 19,684 17,580 17,328 13,687 16,259

　　　　児童福祉費 31,880 31,387 31,959 23,305 24,077 25,509

　　　　生活保護費 8,093 18,497 16,772 13,567 7,470 9,466

　　衛生費 22,743 30,670 21,932 17,688 26,009 20,320

　　農林水産業費 14,184 12,543 7,406 1,708 4,894 6,242

　　商工費 3,711 14,149 4,602 8,511 4,418 8,342

　　土木費 43,746 52,985 80,923 45,188 51,153 69,593

　　消防費 17,431 14,256 12,092 16,360 9,426 13,700

　　教育費 42,283 37,948 32,349 31,086 34,366 32,487

　　公債費 37,226 46,233 46,046 37,112 33,899 44,027

区　　分

２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 ２００６年度

議会費 440,015 503,483 548,296 502,782 411,919 409,554

総務費 7,032,800 7,412,545 5,984,020 6,470,536 6,505,683 6,149,716

民生費 11,073,608 12,267,381 14,495,081 15,122,360 16,182,195 15,947,458

　　老人福祉費 993,881 1,269,821 1,292,202 1,320,769 1,258,951 1,300,939

　　老人医療給付費 671,954 749,894 1,000,593 880,381 1,086,450 1,031,923

　　障害者福祉費 601,771 679,591 852,789 943,361 987,908 937,231

　　児童福祉費 4,304,349 4,651,830 5,247,414 5,620,739 5,929,358 6,504,999

　　生活保護費 760,204 999,435 1,258,541 1,349,706 1,551,293 1,602,575

衛生費 3,238,545 3,927,955 4,186,873 4,321,798 4,484,730 4,167,682

労働費 28,122 25,919 24,553 24,093 27,724 27,881

農林水産業費 3,275,007 3,047,538 2,828,779 2,692,844 2,586,796 2,514,473

商工費 608,241 609,839 679,691 693,344 701,908 720,114

土木費 6,742,038 7,538,587 8,988,515 8,722,139 8,702,989 8,276,355

消防費 2,472,101 2,818,933 2,706,133 2,979,009 3,330,325 3,129,119

教育費 7,675,268 8,957,395 8,652,182 8,927,957 8,170,296 7,638,351

公債費 4,889,418 6,346,250 7,418,881 11,139,606 7,138,027 7,254,907

　　元金 3,548,038 4,787,485 5,703,175 9,554,296 5,736,408 5,961,971

　　利子 1,341,350 1,558,712 1,715,664 1,585,275 1,401,585 1,292,907

諸支出金 103,452 477,807 2,026,066 745,949 601,557 3,234,502

47,578,615 53,933,631 58,539,070 62,342,415 58,844,148 59,470,112合　　計

会　　計
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また歳出面では，生活保護費が小さく，消

防費，教育費が大きくなっています。消防費

については，市域面積が非常に大きく，その

ほとんどが可住地であるため，それをカバー

するための消防署や消防職員を配置している

こと，教育費については，小中学校，幼稚園，

公民館などの施設が非常に多く，維持管理経

費がかかることが原因となっています。 

 生活保護費が小さいのは保護世帯が少ない

ことが理由ですが，急激に増加しているため，

今後他団体並みに財政の圧迫要因になってく

る危険性があります。 

 

財政指標について 

①財政力指数 

 財政力の強弱を示す指標として用いられる

もので，年間の実際の収入額を必要と考えら

れる支出額（理論値）で除したもの。支出額

が交付税算定に用いられる理論値のため，必

ずしも実態を反映しているとは言えません。 

②経常収支比率 

 市税等の経常的な収入が，どの程度経常的

な支出に充てられているかを示す指標で，低

いほど弾力的な財政状況と言えますが，福

祉・教育等の経常的支出の増加により，近年

は全国的に高まる傾向にあります。 

③公債費比率 

 標準的な状態で通常収入とされるであろう

経常的収入を示す標準財政規模に対して，公

債費（借入金の返済額）がどの程度を占める

のかを表す指数です。 

 

財政状況の実態は？ 

 つくば市は財政指標等で見ると比較的健全

な財政状況であると言えますが，実態として

は非常に厳しい財政状況にあります。 

 まず，町村の合併によって生まれた市であ

るため，旧町村単位に残された数多くの公共

施設の維持管理経費や、その公共施設を管理

するための職員の配置に伴う人件費が財政を

圧迫している要因のひとつとなっています。 

 市域面積が大きく，そのほとんどが平地で

あることを反映して，市道の延長・面積も他

団体と比較して非常に大きく，舗装等の維持

管理が間に合わないような状況も発生してい

ます。 

 また，研究学園都市開発時に一体的に整備

されたため，一般的な団体と比べて市営の保

育所，幼稚園が非常に多いことも財政圧迫要

因のひとつにあげられます。特に保育所に関

しては，三位一体の改革で市営分に関する国

庫負担が打ち切られているため，市の負担が

大きくなっています。 

 ただし，これらの財政圧迫要因は，そのま

ま市民サービスに直結しているものですの

で，必ずしも削減が必要な経費と言うことは

できません。 

 表５を見ると，この 15年ほどで経常収支比

率や公債費比率が悪化し，積立金を大幅に減

らして市債残高を増やしていることがわかり

ます。特に積立金については新庁舎建設のた

めの 50億円もの基金が，廃止となり，別の目

的に使われています（2000年度から再度新庁

舎建設基金を積み立て始めた）。 

 財政指標の悪化は，バブル崩壊以来全国的

な傾向ではありますが（表６），つくば市の

財政状況の悪化は，それだけでなく，前述の

基金の例からもわかるように，行財政全般に

わたる無計画な運営が原因のひとつになって

いると考えられます。 

 これからのつくば市では，新庁舎の建設や

老朽化しつつある義務教育施設の耐震化改修，

つくばエクスプレス沿線開発等の大規模な事

業が計画されています。特につくばエクスプ

レス関連では，既に 120億円を超す出資をし

ているうえに，計画人口８万人と言われる沿
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線開発に関する市の負担は 1,000 億円を超す

とも言われています。 

 このような巨大な事業を進めるにあたって

は，10年先，20年先を見通した計画的な行財

政運営と必要に応じて柔軟に事業計画を見直

していく姿勢が必要不可欠になります。 

 また，市民への充分な情報の公開と市民が

事業計画へ参画する場が与えられなければな

りません。 

 つくば市が今後も発展を続けながら，健全

な財政状況を維持していくためには，このよ

うに計画性と柔軟性を持ち，市民と対話しな

がら進める市政運営が求められています。

（つくば市職員労働組合）

 
表５ 財政指標及び各年度末の市債・積立金残高の推移（＊）  （単位：百万円） 

 

＊２００２年度の合併により，茎崎町，筑南地方広域行政事務組合，筑南水道企業団の債務を引き継いだため， 

 市債残高が急増しています。 

  市債残高は，元金の未返済額のみを表していますが，借入時の契約による利子の支払予定額や債務負担行 

 為（後年度における費用負担を約束したもの）による支払い予定額を加えると，2006年度末の債務残高の合計 

 は2,000億円近くになります。 

 
表６  2005年度の財政指標等の類似団体平均，県内他市との比較 

（単位：人，平方Km，百万円） 

 

 

 

2005年 標　　　準 財政力 経常収支 公債費 一般会計 積立金

国調人口 財政規模 指　 数 比　　　率 比　 率 市債残高 残　 高

 つくば市 200,528 284.07 40,313 1.04 85.6 % 14.3 % 61,483 3,930

 類似団体平均 207,850 524.71 42,335 0.68 89.5 % 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

 水戸市 262,603 217.45 48,781 0.84 88.8 % 18.9 % 107,029 1,252

 日立市 199,218 225.55 35,530 0.77 83.6 % 15.3 % 59,913 20,096

 ひたちなか市 153,639 99.03 24,935 0.90 92.2 % 15.6 % 47,919 6,509

 土浦市 144,060 113.82 26,117 0.90 85.3 % 16.5 % 48,725 11,093

面　積団 体 名

財政力 経常収支 公債費 市債残高 積立金

指　 数 比　　　率 比　 率 一般会計 下水道 上水道 病院 残　 高

1992 1.00 69.7 % 7.3 % 36,280 19,088 16,918 274 10,041

1993 0.99 73.2 % 7.7 % 43,196 22,798 19,909 489 11,140

1994 0.99 79.6 % 8.7 % 47,600 27,191 19,909 500 9,903

1995 0.98 72.2 % 8.8 % 57,955 31,372 26,120 463 9,284

1996 1.01 76.8 % 9.3 % 63,621 35,261 27,978 382 8,568

1997 1.01 78.9 % 10.2 % 69,449 39,429 29,720 300 6,453

1998 0.99 78.1 % 9.6 % 72,152 42,000 29,934 218 6,982

1999 0.95 79.8 % 10.3 % 76,805 44,689 31,920 196 6,787

2000 0.92 82.1 % 10.6 % 76,366 42,948 33,236 182 4,932

2001 0.91 82.2 % 11.0 % 75,710 41,365 34,172 173 4,841

2002 0.91 88.7 % 15.6 % 119,538 61,194 44,385 13,795 164 3,730

2003 0.94 81.8 % 15.7 % 126,905 62,117 46,222 18,411 155 5,735

2004 1.00 86.7 % 14.2 % 130,474 62,591 47,264 20,474 145 5,142

2005 1.04 85.6 % 14.3 % 130,449 61,483 47,705 21,127 134 3,930

2006 1.10 85.3 % 13.2 % 128,181 59,221 48,015 20,823 122 7,100

年　度
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50 59 1999 390 118 269 195 208 23 149 410
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60 69 1999 863 218 617 254 235 14 259 630
2006 1237 672 926 581 621 15 937 353

70 1999 1088 294 975 497 184 4 356 690
2006 2085 1773 2153 1690 636 4 1538 1281

 %
40
49

1999 11813 1840 (15.6%) 247 743 589
2006 12068 1910 (15.8%) 353 836 721

50
59

1999 11530 2079 (18.0%) 167 663 813
2006 14338 2858 (19.9%) 286 941 1631

60
69

1999 11055 2685 (24.3%) 97 541 1198
2006 14954 4443 (29.7%) 226 1248 2969

70 1999 14403 2794 (19.4%) 30 286 844

2006 21317 6216 (29.2%) 181 1911 4124
1999 48801 9398 (19.3%) 722 7.7 2622 27.9  6054 64.4
2006 62677 15427 (24.6%) 1046 6.8 4936 32.0  9445 61.2
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